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本書は，日本企業 8社を取り上げ，事例研究

の方法でもって多面的にグローバル HRM（人

的資源管理）へ接近した好著である。8 社は，

ブリヂストン，YKK，日立製作所，資生堂，

パナソニック，ナブテスコ，ヤマト運輸，加賀

屋であり，日頃耳目に触れる企業であろう。

激化するグローバル競争に勝ち残るには世界

共通の人事制度やタレント・マネジメントが不

可避となっている。危機意識からそのような方

向に舵を切った事例としてブリヂストン，

YKK，日立製作所が取り上げられている。中

でも日立製作所は，人財部門のトランスフォー

メーション（転換）というビジョンを掲げなが

らも，「グローバル人財マネジメントの主体が，

本社の人財部門ではなく，各事業部門（ビジネ

スライン）であることを明確にした」（p. 64）

という点は極めて重要である。HRMの実効性

は，どれくらい各事業部門がその実施にオー

ナー意識を持つかが肝となる。

資生堂，パナソニックはともにグローバル企業

の典型でもあるが，本書においては海外派遣社

員の現地化への取り組みがどれくらい大きな役

割を果たすかを示す事例として取り上げられて

いる。資生堂のビューティコンサルタント（BC）

と呼ばれる女性たちは，現地の商品販売の最前

線に立ち，きめ細かな日本的サービスにより現

地市場の開拓に大きな貢献をした。パナソニッ

クの事例では，市場開拓やマネジメントが極め

て難しいとされるインド市場の開拓に焦点を当

て，2 人の開拓者的日本人派遣者の事例を取り

上げながら，そのヒントを模索する。

ナブテスコは本社の国際化とダイバーシ

ティ・マネジメントの在り方のユニークな事例

として取り上げられている。同社では完全に日

本語での環境となっており，英語を社内公用語

とする一般的動向とは真逆の方法を取っている

点がユニークである。

ヤマト運輸，加賀屋というサービス産業がア

ジア市場の開拓に本格的に乗り出すのは 2010

年頃であり，上述のメーカーよりも格段に遅

い。ヤマト運輸では日本的サービスを顧客に提

供するのは，セールスドライバー（SD）であり，

台湾に旅館業を移転する加賀屋の場合に「おも

てなし」を顧客に提供する中心は客室係であ

る。両事例はこれらのソフトウエアを如何に現

地に適合させていったのかを活写している。

このように本書は，日本企業のグローバル

HRMの特定の側面を深堀しながら以下のよう

な点を示唆している。すなわち，日本企業の優

位性を残しながら，さらに国籍，民族，性別な

どにこだわらず個人の能力が発揮でき，働く喜

びが実感できるグローバルHRMが実現できれ

ば，そこには「新しい市場や事業を創造できる

能力を持つ人材」（p. 194）が集まり，企業競

争力の向上に結び付くことになるであろう。
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